
様式 添付書類

実施計画 実施計画
□　作業計画表
　　（参考例提示）

□　仕様書で規定している業務関係図書
     （作業計画書、作業従事者名簿等）

体制

□　業務実施体制図
　　（参考例提示）
□　配置予定者計画表
　　（様式１）

□　業務責任者等の資格・経験が分かる資料
□　緊急時の連絡体制図
□　社会保険に加入していることが分かる客観的資料
　　（例：健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書）

□　社会保険に加入していることが分かる客観的資料
　　（例：健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書）
　　【落札後に採用した者についてのもの】

専門性、能力
□　同種業務の契約・業務実績一覧表
　　（様式２）

□　契約書の写し

業務に関係する技術者・資格者の人数 □　資格者の資格を証明する書類

業務に関連する認証等
□　プライバシーマークの登録証の写し
□　ＩＳＯ２７００１の登録証の写し

苦情処理に対する取組 □　苦情処理マニュアル等、苦情処理の概要が分かる資料

検査体制

□　「自主点検・評価」体制の計画
　　（参考例提示）
□　尾道庁舎警備評価資格者名簿（様式３）
□　「自主点検・評価」による業務
　　改善の実績（様式４）

□　「自主点検・評価」による改善指示に基づいた業務改善の
　　実績の状況の分かる書類
　　（改善指示書・改善実施状況一覧表の写し等）

現場対応等 □　具体的な事態を想定した対策要領（マニュアル等）、概要が分かる資料

教育・研修
（警備業法に基づく法定研修は除く。）

□　研修実施報告書
　　（様式５）

□　研修レジュメ等研修概要が分かる資料
□　研修体系・規程等

障害者雇用への取組（雇用率）
□　障害者の実雇用率報告書
　　（様式６）

□　令和７年６月１日現在の障害者雇用状況報告書の写し
　　（常用雇用労働者40人以上の事業主）
□　障害者雇用状況表（様式６別紙）
　　（常用雇用労働者40人未満の事業主）

□　障害者雇用状況報告書の写し
　　（毎年度6/1に公共職業安定所に提出したものの写し。
　　常用雇用労働者40人以上の事業主）
□　提出書類の内容が確認できる書類
　　（様式６別紙を提出した事業主に限る）

障害者雇用への取組（環境整備及び勤続年数）
□　障害者雇用取組状況及び平均勤続年数報告書
　　（様式７）

□　障害者の雇用実現・職場定着推進等のための要領（マニュアル等）
　　概要が分かる資料

仕事と家庭の両立支援への取組

□　次世代育成支援対策推進法による一般事業主行動計画の策定・労働局への
　　届出（登録）完了書類の写し又は届出（登録）証明書類の写し
□　女性活躍推進法による一般事業主行動計画の策定・変更届（労働局の
　　受領印のあるもの）の写し
□　広島県仕事と家庭の両立支援企業登録届出（登録）完了書類の写し又は
　　届出（登録）証明書類の写し

社会保険の加入状況【必須】
□　社会保険に加入していることが分かる客観的資料
　　（例：健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書）
　　（技術評価項目「実施体制　体制」において提出した資料により確認）

□　社会保険に加入していることが分かる客観的資料
　　（例：健康保険・厚生年金被保険者標準報酬決定通知書）
　　【落札後に採用した者についてのもの】
　　（技術評価項目「実施体制　体制」において提出した資料に
      より確認）

業務従事予定者の賃金水準【必須】 □　従事予定者の賃金台帳（令和７年１月～令和７年12月分）の写し

価格評価
（低入札基準価格/入札価格）×80
※1 入札価格が低入札基準価格以下の場合は80点とする。
※2 端数処理については、小数点以下第２位切り捨てとする。

□　電子入札システム
□　入札金額積算内訳書（参考例提示）
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　　　評価項目及び提出を要する書類等の一覧表

分　類 項　　　目

入札時に提出する書類

落札決定後提出書類


